























































H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26
乗降客数（人） 20,739 19,737 20,002 21,215 21,282 21,505 22,208

























































































中学生〜 19歳 47 3.4
20 〜 49歳 419 30.5


























































































































































































187 １ １ 43 44 86 12
100.0 0.5 0.5 23.0 23.5 46.0 6.4
増えていない
1,188 19 46 376 373 340 64
100.0 1.6 3.9 31.6 31.4 28.6 5.4



















































































変数名 カテゴリ 増えた 増えていない 全体 カテゴリスコア
年齢
20歳未満 2 65 67 -0.57517
20歳〜 65歳未満 99 813 912 -0.23153
65歳以上 86 310 396 0.63053
職業
会社員・公務員 54 411 465 0.07156
自営業 16 116 132 -0.24844
学生 2 73 75 -0.28955
主夫・主婦・無職 95 431 526 0.07801
その他 20 157 177 -0.11186
居住地
堺市（沿線） 76 200 276 0.74409
大阪市（沿線） 33 367 400 -0.51226
堺市（その他） 11 40 51 0.78658
大阪市（その他） 36 342 378 -0.15291
その他 31 239 270 0.06376
外出目的
通勤・通学 40 371 411 -0.16166
業務 8 37 45 0.18603
買い物・用足し 75 314 389 0.39653
観光・レジャー 35 210 245 0.02704
その他 29 256 285 -0.36071
運賃値下げ
考慮した 122 417 539 0.51105
考慮しない 65 771 836 -0.3295
堺トラム導入
考慮した 83 339 422 0.388
考慮しない 104 849 953 -0.17181
チケットIC化
考慮した 69 367 436 0.10706
考慮しない 118 821 939 -0.04971
表−17　アイテムレンジ
変数 レンジ 変数 レンジ
年齢 1.2057 運賃値下げ 0.84055
職業 0.36756 堺トラム導入 0.55981
居住地 1.29884 ICチケット導入 0.15678
外出目的 0.75724
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属性，および運賃値下げ，堺トラム導入，ICチケット導入という３つの支援策のふたつ
に大別して，表−16，17の結果から，増加要因について以下のことがいえる。
①　居住地
　　レンジの値から見れば，利用者の居住地の要因が最も大きい。阪堺電車沿線地域の居
住者にとって支援の恩恵は大きいのであるからある意味当然の結果である。スコアから
見れば，大阪市沿線地域よりも堺市の沿線地域でない居住者の方が増加要因となってい
る。今回の運賃値下げ政策は堺市によって行われており，大阪市居住者よりも堺市居住
者の方にその恩恵が大きくなるような仕組みとなっているためであろう。
②　年齢
　　レンジの値からは，居住地に次いで年齢による要因が大きい。手厚い高齢者への運賃
補助が公共交通への依存度が高いと考えられる高齢者の状況に適合したものと考えられ
る。逆に，若年層への効果は小さい。
③　外出目的
　　買い物・用足しが大きな増加要因となっている。高齢者の外出行動を促す支援となっ
ていることがひとつ，もうひとつは２区間運賃廃止により，大規模商業開発がなされた
大阪市阿倍野地区へ，堺市居住者が出かけやすくなったためと思われる。
④　職業
　　高齢者層と被さる「主夫・主婦・無職」の増加が大きい。一方で，会社員，学生等通
勤，通学に用いる層への効果は小さい。
⑤　３つの支援策
　　運賃値下げ，低床式車両の導入，チケットIC化は目玉的な支援策であるが，この３
つの中ではレンジから見れば，運賃値下げが最も大きな増加要因となっている。低床式
車両の導入もバリアフリー化や愛好家・観光客へのアピールという面で効果は大きいと
考えられる。
７．まとめ
　堺市による阪堺電車への公的支援は，５年間で約13%の乗客増をもたらしており，乗客
の増加により，運賃値下げに伴う減収分を上回る収入増となっている10）。路面電車再生の
重要な前例となるであろう。
　本研究での分析に基づけば，公的支援から需要増加につながるプロセスに次のような図
77
公的支援が路面電車乗降客数に与えた効果に関する分析―阪堺電車をケースとして（塚本・ペリー）
式が浮かび上がる。
　運賃値下げ，低床式車両や線路・停留所改良等の乗車環境の改善により，堺市，特に堺
区や西区の沿線地域に居住する高齢者や主婦等を中心に，大規模商業開発がなされた阿倍
野地区への買い物や日常的な外出行動を促し，大きな効果をもたらしている。同時に，ま
だ少数ではあるが，沿線地域でない他の堺市内居住者や，路面電車愛好家，観光客の一部
を吸引する現象も見られ，これらが阪堺電車乗客数のＶ字回復をもたらしている。
　しかし一方で，支援の効果はその範囲に留まっているともいえる。今後より一層の需要
増加をもたらすためには，以下のような政策が必要である。
　まず，堺区や西区以外の沿線でない居住者にも使いやすい阪堺電車とするための他の公
共交通ネットワークとの連携が必要である。具体的には，阪堺電車と結節するバスネット
ワークの整備，パークアンドライドやライドアンドライドで阪堺電車を利用できるよう停
留所近傍への駐車場や駐輪場整備，ネットワークとしての公共交通利用促進のための運賃
一体化政策等である。
　また，堺市から大阪市方面への買い物客だけでなく，大阪市や域外からも買い物客，観
光客を呼び込めるだけの堺市側の施設整備や魅力度向上が望まれる。大阪市側の比較的低
廉な宿泊施設には，近年バックパッカー等の観光客も多く滞在しており，これらの人を堺
市に誘導するための案内や広報，あるいは大阪府や堺市が取り組んでいる百舌鳥・古市古
墳群の世界文化遺産化等，地域としての集客力を増す政策がそのまま阪堺電車の需要増と
なって現れるはずである。
　さらに，通勤・通学等の日常的なトリップを増加させるための施策，例えば阪堺電車が
通過している大道筋へのPTPSの導入等の速達性・定時性の向上，堺トラムのような低床
式車両のさらなる導入によるバリアフリー化の増進，都市景観ともマッチしたモダンなデ
ザイン車両の導入，ICチケット導入による乗降時の時間短縮，多様な運賃低廉化策など，
路面電車に関連したさまざまな交通インフラ整備も重要である。
　同時に都市政策面でも，魅力的な阪堺電車沿線地域への企業，学校誘致等が必要であろ
う。
　全国で，路面電車を発展させたLRTの構想・計画が進んでいるが，実効性のあるLRT
プロジェクトとするために，今回の堺での事例の活用が期待できる。すなわち，利用者ニー
ズに対応したサービスの提供，他の交通ネットワークとの連携，沿線地域の魅力度を向上
させる開発等である。
　今後，今回のデータを用いて非集計分析を行うなど，より精度の高い効果分析手法を開
発したい。
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　本研究を進めるにあたって，堺市建築都市局交通部の方々，阪堺電気軌道の方々には多
くの労を執って頂いた。ここに謝意を表します。
　なお，本研究成果は，科学研究費補助金基盤研究（Ｃ）（課題番号15K06264）を受け
て得られた成果の一部に基づいている。
補注
（１）文献１）に掲載された各軌道事業者の乗降客数データによる。
（２）本アンケート調査と同時に行われた阪堺電気軌道によるOD調査（全数調査）による値である。
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